


  

ま え が き 

 
障害者職業総合センターは、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、職業リハビリテ

ーションに関する研究・開発、情報の提供、リハビリテーション施設の運営・指導、専門職員の

養成・研修、障害者に対する職業リハビリテーションサービスの提供等を行うための総合的な施

設として、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構によって運営されております。当センター研

究部門では、職業リハビリテーションの各領域にわたる調査・研究を幅広く実施するとともに、

その成果を調査研究報告書その他の形にまとめて、関係者に提供しております。 
そのような調査・研究の一環として、本報告書は当センターの事業主支援部門が実施した「障

害者差別禁止法制下での障害者の雇用促進施策の動向に関する研究」の結果をとりまとめたもの

です。EU では、2000 年 11 月に｢雇用と職業における均等待遇のための一般枠組み指令｣ が発
布され、各加盟国で障害者に対する差別を撤廃するための法制度の整備等が進められ、障害者の

雇用機会の拡大に向けて様々な雇用対策が展開されています。このような EU諸国における動向
を踏まえ、障害者差別禁止法制下において進展しつつある法改正、制度変更の状況、及び障害者

の就労をめぐる新たな雇用モデルを含む多用な取り組みの現状と課題について整理・検討をしま

した。 
本報告書が関係者の方々の参考となり、我が国における障害者の職業リハビリテーションを前

進させるための一助となれば幸いです。 
この調査研究を進めるに際しては、多くの方から多大なご協力を賜りました。ここに厚く感謝

申し上げます。 
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